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第５２回東京社会保障学校を開催
社会保障の財源問題と税制改革・社会保障改革の方向性

東京社保協は、10月19日(土)に第52回東京社保学校を開催し、
会場31名、オンラインで延べ32アクセス（複数視聴含む）が
あり約100名の参加がありました。
全体司会を東京地評の鎌田さんが行い、主催者を代表して、

開会のあいさつを塩野操副会⻑（東京土建）より行い、現行
の健康保険証存続を求める運動をさらに強め、私たちのいの
ちと暮らしを守るために選挙の重要性を呼びかけました。

記念講演では、鹿児島大学の伊藤周平教授が「社会保障の
財源問題と税制改革・社会保障改革の方向性」をテーマにお
話をしていただきました。講演では、社会保障の意義と役割、
現状の問題点、財源確保策などが詳しく説明されました。
社会保障は国⺠の権利であり、国の責任で行うべきである

という基本的な考え方が示されました。しかし現状では、医
療や介護の現場で様々な問題が生じており、制度の脆弱性が
露呈しています。財源確保のために消費税や社会保険料に頼
る現行の仕組みには逆進性があり、分断を生んでいると指摘
されました。代わりに所得税や法人税の累進性を高め、富裕
層や大企業に公平な負担を求めるべきだと訴えられました。

指定報告では、若者と高齢者からそれぞれ実態報告がありました。まず都内大学院生の林さん（仮
名）から、⻘年を取り巻く厳しい生活実態が報告されました。5つアルバイトを掛け持ちした収入と
仕送りで学費負担や生活費をまかなっており、これまで親の協会けんぽで扶養家族で加入していまし
たが、複数のバイトの掛け持ちと年齢を理由に扶養を外され、国保加入を迫られ国保料を負担をしな
くてはならなくなったことや奨学金の返済や親の介護費用への不安も語られました。続いて、年金者
組合世田谷支部の遠山さんから、毎年継続して調査をしている高齢者の暮らしぶりに関するアンケー
ト結果が報告されました。年金額が不足しており、医療費の窓口負担が重くのしかかっていることが
わかりました。また、介護サービスの質の向上や、平和への願いなど、高齢者の切実な声が数多く寄
せられていました。

吉田章会⻑（東京保険医協会）より講師、報告者、参
加者に対してお礼を述べたうえで、閉会挨拶では、マイ
ナ保険証トラブル事例調査最終報告について紹介、また
東京社保協の行った資格確認書のアンケートでは自治体
の資格確認書の発行体制がいまだに整っていないことを
中間とりまとめとして報告しました。最後に「大企業な
ど、一部の外国の企業を守るっていうことじゃなく本当
に国⺠を守ってほしいと述べ、社保学校は終了しました。
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健康保険証廃止に伴う「資格確認書」送付等に関する
アンケート中間集計報告 【概要】

【実施期間】２０２４年９⽉１１⽇〜１０⽉４⽇
【実施方法】ＦＡＸ又はＭＡＩＬ等によるアンケート用紙の返信
【回収数】２７自治体 回答率４３．５５％

アンケート回答自治体のほぼすべての自治体で点検が終了しているが、９月時点でも、一部点検が
残っている自治体と点検ができていない自治体がそれぞれ１自治体ずつあった。

電子証明書の有効期間の把握について自治体ごとに差が出ており、マイナンバーカード未更新者は、
医療機関の受診時に、資格情報が確認できずに「保険証が利用できない」という事態が起こり得ます。
医療費を一旦全額負担（１０割負担）せざるを得ない状況などの大混乱が予想されます。

アンケート回答自治体の平均では４５％となり、厚生労働省が示した保険証の利用登録を完了し
たのはマイナンバーカード保有者の77.9％を大きく下回っています。
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アンケート回答自治体のうち、最も多かったのが、「利用登録者を把握しているので、利用登録
者以外のすべての方に送付する」が２２自治体、「その他の対応」が４自治体あり、回答からもシ
ステムの改修状況や国の方針に基づく発行などとなります。利用登録者の把握状況が不明ですが、
「利用登録がない方には本人の申請によらず交付する」１自治体となります。
「すべての国⺠健康保険加入者に送付する」が１自治体となります。

●国⺠健康保険証廃⽌に伴う制度改定についての記述欄には下記のような苦悩も寄せられました。
• 厚生労働省からの制度改正に伴う情報の提供が遅い
• 後期と異なり国保では被保険者によって様々なパターンが予想され事務作業や周知が全く追い

付いていない。スムーズに移行できるか非常に不安
• 短期証の人たちの取り扱いについて説明や周知が負担になっている。

「資格確認書」発行に対応したシステム構築については、２２自治体でシステム構築を検討中との
回答でした。「その他」の回答も４自治体ありますが、それぞれ改修を検討中であり、「まだ検討
していない」が１自治体となっています。
アンケ―回答自治体のほとんどでシステム構築が検討中であり、期限が迫る中、システムの不具

合が発生や事務作業の複雑化などの対応に追われることが危惧されます。
●回答のあった自治体は以下の通り（到着順・順不同）
狛江市、練⾺区、⼩平市、調布市、⼋丈町、御蔵島村、江東区、清瀬市、東久留⽶市、港区、江⼾川区、
足⽴区、福生市、中野区、町田市、千代田区、武蔵野市、三鷹市、東村山市、目⿊区、品川区、中央区、
北区、荒川区、世田谷区、文京区、大島町
※中間報告後に回答があった自治体：葛飾区、台東区、新宿区、新島村、⽴川市、国⽴市、墨田区
（10/24時点）
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地域社保協学習交流集会
１１⽉３０⽇（土）開催

2024年11⽉30⽇(土)14時開始(13時半受付開始)

けんせつプラザ東京・オンライン
都内各地で、要求を掲げ奮闘していることと思

います。また、コロナ禍で運動が停滞してしまっ
ているところもあると伺っています。この度、東
京全体での社保キャラバンを視野に各地域で取り
組む取り組みの経験・教訓を結集・交流したいと
考えています。毎年10月に都⺠生活要求実行委員
会で東京都への予算要求を行いますが、来年は各
地の要求なども組み込む形で要求化していきたい
と考えています。
また、10月27日投票の衆議院総選挙では、裏金

問題に向き合わない自公が過半数割れするなど、
厳しい審判が下りました。国⺠皆保険制度の根幹
である保険証の存続を求める運動などをさらに進
め、来るべき来年７月の都議会議員選挙・参議院
選挙を見越し都内⽴候補者に対して地元の社会保
障をめぐる要求と合わせ、東京で統一した要求を
掲げて、そのなかでも保険証の存続を選挙の争点
に押し上げていく運動を提起・意思統一するため
に地域社保協交流集会を開催します。

2024年11月1日 東京社保協ニュース No.373

保険証を残せ１１．７大集会
⽇比谷野外音楽堂

マイナンバー制度反対連絡会

４の⽇巣鴨駅宣伝
１１⽉１４⽇(木)
１２⽉１４⽇(土)

１２時から１３時
10月14日(月・祝)の宣伝には、7団体30名の参

加があり、都生連、東京⺠医連、東商連、東京地
評、東京土建から6名がスピーチし、47筆の署名
が集まりました。


